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1 

 

はじめに 

 

「鉄軌道輸送の安全に関わる情報」（以下「安全情報」という。）は、平成１８年１０月１日に施

行された「運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法律」（平成１８年法

律第１９号）により新たに加えられた鉄道事業法第１９条の３（軌道法第２６条において準用す

る場合を含む。）の規定に基づき、国土交通省が毎年度整理して公表しているものです。 

このたび、令和７年度の安全情報がまとまりましたので、公表します。 

 

この安全情報の公表により、鉄軌道事業者の安全の確保に対する意識が高まるとともに、

鉄軌道の利用者や沿線住民等の安全利用等に関する理解が促進されることを期待していま

す。 
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用語の説明 

 

この情報において使用する用語の意味は、次のとおりです。 

 

運 転 事 故 

列 車 事 故 

踏 切 事 故 

列 車 衝 突 事 故 

 

 

 

列 車 脱 線 事 故 

 

 

列 車 火 災 事 故 

 

 

踏 切 障 害 事 故 

 

 

 

道 路 障 害 事 故 

 

 

 

人 身 障 害 事 故 

 

 

 

列車事故、踏切障害事故、道路障害事故、人身障害事故及び物損事故 

列車衝突事故、列車脱線事故及び列車火災事故 

踏切障害に伴う列車事故及び踏切障害事故 

列車が他の列車又は車両と衝突し、又は接触した事故（軌道事業においては、

本線路を運転する車両が他の車両と衝突し、又は接触した事故） 

鉄道事故等報告規則第３条第１項第１号に規定する「列車衝突事故」及

び軌道事故等報告規則第１条第１項第１号に規定する「車両衝突事故」 

列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）が脱線した事故 

鉄道事故等報告規則第３条第１項第２号に規定する「列車脱線事故」及

び軌道事故等報告規則第１条第１項第２号に規定する「車両脱線事故」 

列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）に火災が生じた事故 

鉄道事故等報告規則第３条第１項第３号に規定する「列車火災事故」及

び軌道事故等報告規則第１条第１項第３号に規定する「車両火災事故」 

踏切道において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又

は接触した事故 

鉄道事故等報告規則第３条第１項第４号に規定する「踏切障害事故」及

び軌道事故等報告規則第１条第１項第４号に規定する「踏切障害事故」 

踏切道以外の道路において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と

衝突し、又は接触した事故 

鉄道事故等報告規則第３条第１項第５号に規定する「道路障害事故」及

び軌道事故等報告規則第１条第１項第５号に規定する「道路障害事故」 

列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故（列車事故、踏切障害事故

及び道路障害事故に伴うものを除く。） 

鉄道事故等報告規則第３条第１項第６号に規定する「鉄道人身障害事

故」及び軌道事故等報告規則第１条第１項第６号に規定する「人身障害

事故」 
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物 損 事 故 

 

 

 

輸 送 障 害 

 

 

 

 

 

 

 

イ ン シ デ ン ト 

 

 

 

電 気 事 故 

感 電 死 傷 事 故 

 

 

電 気 火 災 事 故 

 

 

 

感電外死傷事故 

 

 

 

 

 

列車又は車両の運転により五百万円以上の物損を生じた事故（列車事故、踏

切障害事故、道路障害事故及び人身障害事故に伴うものを除く。） 

鉄道事故等報告規則第３条第１項第７号に規定する「鉄道物損事故」及

び軌道事故等報告規則第１条第１項第７号に規定する「物損事故」 

輸送に障害を生じた事態であって、運転事故以外のもの 

ただし、列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）の運転を休止した

もの（工事、保守等により計画的に運休する場合であって、事前に利用者に周

知されたものなどを除く。）又は旅客列車（軌道事業においては、旅客車両）に

あっては３０分以上、旅客列車（旅客車両）以外の列車（軌道事業においては、

本線路を運転する車両）にあっては１時間以上の遅延を生じたものに限る。 

鉄道事故等報告規則第３条第３項に規定する「輸送障害」及び軌道事故

等報告規則第１条第２項に規定する「輸送障害」 

閉そくの取扱いを完了しないうちに、当該閉そく区間を運転する目的で列車が走

行した事態など、運転事故が発生するおそれがあると認められる事態 

鉄道事故等報告規則第４条第１項及び軌道事故等報告規則第２条に規定す

る事態 

感電死傷事故、電気火災事故、感電外死傷事故及び供給支障事故 

感電により人の死傷を生じた事故 

鉄道事故等報告規則第３条第４項第１号に規定する「感電死傷事故」 

及び軌道事故等報告規則第１条第３項第１号に規定する「感電死傷事故」 

漏電、短絡、せん絡その他の電気的要因により建造物、車両その他の工作

物、山林等に火災が生じた事故 

鉄道事故等報告規則第３条第４項第２号に規定する「電気火災事故」 

及び軌道事故等報告規則第１条第３項第２号に規定する「電気火災事故」 

電気施設の欠陥、損傷、破壊等又は電気施設を操作することにより人の死傷

を生じた事故（感電死傷事故を除く。） 

鉄道事故等報告規則第３条第４項第３号に規定する「感電外死傷事故」及

び軌道事故等報告規則第１条第３項第３号に規定する「感電外死傷事故」 
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供 給 支 障 事 故 

 

 

災 害 

 

 

 

 

保 安 監 査 

 

 

第 １ 種 踏 切 道 

 

 

 

第 ２ 種 踏 切 道 

 

第 ３ 種 踏 切 道 

第 ４ 種 踏 切 道 

受電電圧三千ボルト以上の電気施設の故障、損傷、破壊等により電気事業

者に供給支障を生じさせた事故 

鉄道事故等報告規則第３条第４項第４号に規定する「供給支障事故」及び

軌道事故等報告規則第１条第３項第４号に規定する「供給支障事故」 

暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然現象又は大

規模な火事若しくは爆発その他大規模な事故により鉄道施設又は車両に生じ

た被害 

鉄道事故等報告規則第３条第５項に規定する「災害」及び軌道事故等報告規

則第１条第４項に規定する「災害」 

輸送の安全を確保するための取組、施設及び車両の管理及び保守並びに運転

取扱いの状況について行う監査 

鉄道事業等監査規則第４条に規定する事項について行う監査 

自動遮断機を設置するか又は踏切保安係を配置して、「踏切道を通過するすべ

ての列車又は車両」又は「始発の列車（軌道事業においては、車両）から終発の

列車（軌道事業においては、車両）までの時間内における列車又は車両」に対

し、遮断機を閉じ道路を遮断する踏切道 

踏切保安係を配置して、踏切道を通過する一定時間内における列車又は車両

に対し、遮断機を閉じ道路を遮断する踏切道 

踏切警報機は設置しているが、遮断機を設置していない踏切道 

踏切警報機及び遮断機を設置していない踏切道 
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１ 鉄軌道輸送の安全に関わる国の取組み 

 

(１) 基本的考え方  

人や物を大量に、高速に、かつ、定時に輸送できる鉄軌道は、国民生活に欠かすこと

のできない交通手段です。この鉄軌道輸送においては、一たび列車の衝突や脱線等が

発生すると、多数の死傷者が出るおそれがあります。また、ホームでの列車との接触事

故等の人身障害事故と踏切障害事故を合わせると運転事故全体の約９割を占めている

ことから、利用者等が関係するこのような事故を防止する必要があります。 

このため、国民が安心して利用できる、一層安全な鉄軌道輸送を目指し、各種の安全

対策を総合的に推進していく必要があります。 

 

(２) 交通安全基本計画  

政府は、交通安全に関する施策の大綱として「交通安全基本計画」１を定め、その中で

鉄道交通の安全に関する数値目標を次のとおり掲げ、国民の理解と協力の下、諸施策

を総合的に推進することにより、その達成を目指しています。 

 

ア．交通安全基本計画における数値目標 

①乗客の死者数ゼロ及び運転事故全体の死者数減少 

鉄軌道における運転事故は、長期的には減少傾向にあります。平成１８年か

ら令和６年まで１９年連続して乗客の死者数がゼロとなっていましたが、令和７年

に乗客１名が死亡する運転事故が発生しており、引き続き乗客の死者数ゼロを

目指しています。また、運転事故全体の死者数についても、その減少を目指して

います。 

 

②踏切事故件数の約１割削減 

踏切事故件数は、長期的には減少傾向にありますが、鉄軌道の運転事故に

おける一定の割合を占め、また、改良すべき踏切道もなお残されています。この

ような現状を踏まえ、令和８年度から１２年度における平均踏切事故件数を令和

３年から７年度と比較して約１割削減することを目指しています。 

 
１ 中央交通安全対策会議 

「第１１次交通安全基本計画」（令和３年度～令和７年度の５箇年計画）、「第１２次交通安全基本計画」（令和８年度～

令和１２年度の５箇年計画）については、以下 URL参照： 

https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/index-w.html 
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イ．国土交通省交通安全業務計画 

国土交通省では、毎年度、交通安全基本計画に基づき、「国土交通省交通安全業

務計画」１ を策定しています。この計画のうち、鉄道交通の安全に関する施策等は、

下表のとおりです。 

 

表１： 令和７年度における鉄道交通の安全に関する施策等 

区分 施策項目 

鉄道交通環境の整備 
○鉄道施設等の安全性の向上 

○運転保安設備等の整備 

鉄道交通の安全に関する知識の普及 ○利用者等への安全に関する正しい知識の浸透 

鉄道の安全な運行の確保 

○保安監査等の実施 

○運転士の資質の保持 

○安全上のトラブル情報の共有・活用 

○大規模な事故等が発生した場合の適切な対応 

○運輸安全マネジメント評価の実施 

○計画運休への取組 

鉄道車両の安全性の確保 ○鉄道車両の構造・装置に関する保安上の技術基準の見直し 

救助・救急活動の充実 ○防災訓練の充実や関係機関との連携・協力体制の強化 

被害者支援の推進 

○被害者等への支援体制の整備 

○事業者における支援計画作成の促進 

○事故発生直後の対応 

○中長期的対応 

鉄道事故等の原因究明と再発防止 
○事故等調査技術の向上に努め、個別の事故等調査結果を 

公表するなどし、事故等の防止につながるよう啓発 

研究開発及び調査研究の充実 ○鉄道の安全性向上に関する研究開発の推進 

踏切道における交通の安全 

○踏切道の立体交差化、構造の改良及び歩行者等立体 

横断施設の整備等の促進 

○踏切保安設備の整備 

○踏切道の統廃合の促進 

○その他踏切道の交通の安全及び円滑化等を図るための措置 

※上記「表１」における「鉄道」には「軌道」を含む 

 
１ 「国土交通省交通安全業務計画」については、以下 URL参照： 

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/koutu/sosei_safety_tk1_000003.html 
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(３) 鉄軌道輸送の安全性向上のために講じている取組み 

ア．令和７年度の主な取組み 

   

①鉄道の安全輸送に資する技術開発  

鉄道の安全運行にあたっては、軌道など鉄道施設の維持管理が欠かせません

が、一方で、保線等に従事する作業員の方々など、人手不足への対応が喫緊の課

題となっています。そのため、「鉄道技術開発費補助金」及び「鉄道技術開発・普及

促進制度」により、 

    ・携帯情報端末を活用した地域鉄道の軌道状態評価システムの開発 

    ・鉄道橋りょう・高架橋の耐震安全率の設定法の開発 

    ・鉄道軌道の状態モニタリング向けセンシングデバイス開発  

など維持管理業務の効率化・省力化に資する技術開発を支援しました。 

 

②公共交通の安全対策に係る運輸モード横断的な点検  

令和４年４月に発生した知床遊覧船事故を契機として、国土交通省では全運輸

モード横断的な安全対策の検討を行ってまいりました。 

これまで、不利益情報の開示期間の拡大など他の運輸モードの事例を参考に新

たな取り組みを検討、実施しております。 

令和７年度は、他の運輸モードの運輸安全マネジメント評価へ鉄道局幹部の立

会、臨時の保安監査の実施、地方運輸局と鉄道局による合同監査の実施の取り組

みを継続して行いました。 

 

③JR北海道に対する保安監査  

ＪＲ北海道では、平成２５年９月の貨物列車の脱線事故を契機として、脱線事故

現場を含め多数の現場において整備基準値を超える軌道変位を補修することなく

放置するとともに、これらの検査データを改ざんするという事態が発覚しました。こ

れを踏まえ、同社に対して平成２６年１月に事業改善命令で示した「JR 北海道が

講ずべき措置」については、平成３０年度末までの５年程度の間、常設の監査体制

により保安監査を実施し、法令遵守や安全意識が向上したことなどを確認してきま

した。 

しかし、令和６年１１月に保線管理室の職員が保安体制を取らずに線路内に立

ち入り、作業中に貨物列車から汽笛吹鳴を受ける退避不良が発生し、さらに、これ

に関する虚偽の社内報告があったことを受け、令和７年２月から３月に保安監査を

実施しました。 

その結果、貨物列車の脱線事故が発生した際、安全確認の実施を指示すること
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なく対向列車に対し当該脱線現場を通過させるなど、安全の根幹にかかわる不適

切な行動を繰り返し発生していたことも認められたことから、同年３月３１日に改善

措置を講ずるよう指示しました。 

改善対策の報告（同年４月３０日）を受けた後も、安全に関する不適切な事象及

び負傷者が出た事故が発生したことから、鉄道局と北海道運輸局の合同でＪＲ北海

道に対し、継続的・集中的に保安監査を行う「強化型保安監査体制」（令和７年５月

２７日から２年間程度）にして、改善対策の取り組みが確実に実行に移されるよう、

指導・監督を行っています。 
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イ．重大な事故を契機とした安全対策  

平成１７年４月、JR 西日本 福知山線塚口駅～尼崎駅間において、列車が制限速

度を超える速度で曲線に進入したため脱線し、乗客の死亡者１０６人、負傷者５６２人

という甚大な列車脱線事故が発生しました。この事故を受け、「鉄道に関する技術上

の基準を定める省令」等の一部を改正し、平成１８年７月に施行しました。  

この改正では、曲線部等への速度制限機能付き自動列車停止装置（ATS）等、運

転士異常時列車停止装置、運転状況記録装置の設置を新たに義務付けました。そ

の結果、法令により整備の期限が定められたものについては、平成２８年６月末の期

限までにすべて整備が完了しました。  

また、「運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法律」（平

成１８年１０月施行）により、安全統括管理者の選任等を義務付けるとともに、運輸安

全マネジメント評価を実施しています。  

平成１７年１２月には、JR 東日本 羽越線砂越駅～北余目駅間において転覆限界

を超えるような局所的な突風を受けたことにより、５人が死亡、３３人が負傷する列車

脱線事故が発生しました。この事故を受け、「鉄道強風対策協議会」にて、鉄道にお

ける気象観測、運転規制、防風対策のあり方など、強風対策についてソフト・ハード

の両面から検討し、対策を推進しました。  
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ウ．ホームの安全対策  

視覚障害者等をはじめとしたすべての駅利用者の安全性向上を図ることを目的に、

ホームからの転落等を防止するホームドアの整備を促進しており、「第二次交通政策

基本計画」（令和３年５月）において定められた、令和７年度までに鉄軌道駅全体で３，

０００番線、平均利用者数が１０万人以上／日の駅において８００番線に整備すると

いう目標に対して、令和６年度末時点で、鉄軌道駅全体で２，８３０番線、平均利用者

数が１０万人以上／日の駅で６２１番線が整備されています。令和８年度以降につい

ては、令和７年１２月に移動等円滑化の促進に関する基本方針の改正を行い、新た

な整備目標として、令和１２年度までに鉄軌道駅全体で４，０００番線、平均利用者数

が１０万人／日以上の駅において９００番線を整備することとしました。 

また、ホームドアが整備されていない駅における視覚障害者の安全対策のため、

令和２年１０月に視覚障害者・支援団体や学識経験者の方々等を委員とする「新技

術等を活用した駅ホームにおける視覚障害者の安全対策検討会」を立ち上げ、令和

７年度までに計１４回の議論を行い、令和３年７月には中間報告を公表しました。１  

中間報告は、視覚障害者が転落した原因等を分析した上で、ＡＩカメラ等の新技術

を活用して駅係員等が円滑に視覚障害者の方々の介助等を行う転落防止対策の導

入や視覚障害者が鉄道事業者や歩行訓練士等の協力のもとに実際のホームや車

両を用いた歩行訓練の実施、鉄道利用者が点状ブロック上に立ち止まったり荷物を

置く等により歩行動線を遮らないことなどを啓発するための車内モニターや駅ポス

ター等の製作や、本検討会の活用を含めた転落案件の調査体制の整備などを、専

門的な知見を有する方々の協力を得ながらとりまとめています。  

このほか、利用者がホームから転落した場合等の安全対策として、列車の速度が

高く、運転本数の多いホーム２ について、「非常停止押しボタン又は転落検知マットの

設置」及び「ホーム下の待避スペース等」の整備を指導してきました。その結果、平成

２６年度までに、対象２，０７２駅のすべてに整備されています。   

 
１ +中間報告全文については、以下 URL参照：https://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_fr7_000032.html 
２ 「列車の速度が高く、運転本数の多いホーム」とは、ホームへの列車の進入速度が概ね６０km/h 以上、かつ１時間あた

り概ね１２本以上の列車が通過又は停車するホームのことをいう。 

https://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_fr7_000032.html
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ホームドア 

内方線 

内方線付き点状ブロック 非常停止押しボタン 

  転落検知マット ホーム下の待避スペース 

図１： ホームの安全対策設備例 
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エ．地震への対策 

①新幹線の地震対策  

新幹線の地震対策は、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災における鉄

道構造物の被害に基づき、高架橋柱等の耐震補強を行ってきたところですが、平

成１６年１０月に発生した新潟県中越地震において、営業中の新幹線が初めて脱

線したことを踏まえ、国、新幹線を有する JR 各社、関係機関等を構成員とする

「新幹線脱線対策協議会」を立ち上げ、「構造物の耐震対策」、「早期地震検知シ

ステムの充実」、「脱線・逸脱防止対策」の３つの対策を進めてきたところです。 

一方、令和４年３月に発生した福島県沖を震源とする地震による新幹線の脱

線及び施設被害を踏まえ、これまで進めてきた新幹線の地震対策を検証するた

め、有識者を委員とする「新幹線の地震対策に関する検証委員会」を開催し、こ

のうち、構造物の耐震対策については、令和４年１２月に中間とりまとめを行い、

高架橋柱の耐震補強について加速し進めていくこととしました。また、電車線路の

耐震対策については、令和８年３月に「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」

を改正し、電車線路の耐震性能に係る事項を規定しました。 

当該脱線について、令和６年３月には、運輸安全委員会の鉄道事故調査報告

書が公表されたことから、この報告書も踏まえ、引き続き、新幹線の地震対策に

ついて検証を進めているところです。 
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②高架橋等の耐震性の強化の推進  

国土交通省は、平成７年の阪神・淡路大震災における鉄道高架橋の倒壊等の

甚大な被害、平成２３年の東日本大震災で得られた知見等を踏まえ、耐震基準を

見直すとともに、既設の高架橋のコンクリート製の柱に鋼板を巻く等、鉄道施設の

耐震対策を進めてきました。 

切迫性や被害の影響度の大きい首都直下地震及び南海トラフ地震等の大規

模地震に備え、より多くの鉄軌道利用者の安全を確保する観点や、一時避難場

所や緊急輸送道路の確保等の公共的な機能も考慮し、主要駅や高架橋等の耐

震対策を推進しています。なお、令和５年度末における首都直下地震又は南海ト

ラフ地震で震度６強以上が想定される地域等に存在する主要鉄道路線の耐震化

率は約９９％となりました。 

また、令和４年３月に発生した福島県沖を震源とする地震被害や耐震対策の

進捗状況等を踏まえ、鉄道施設の更なる安全性の向上に向けた対策を推進する

ため、令和５年３月に関係省令等の改正を行いました。 

 

 

 

 

 

施工後 施工前 

図２： 高架橋等の耐震対策例 

施工中 
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オ．橋りょうやトンネル等の施設の維持管理  

我が国では、高度経済成長期に道路、港湾、空港などの社会資本が集中的に整

備された結果、今後、急速に老朽化が進行すると見込まれるため、社会資本の適確

な維持管理を行うことは、極めて重要な課題となっています。 

鉄道施設については、法定耐用年数を越えたものが多くあり、これらの施設を適切

に維持管理することが課題となっています。このため、人口減少が進み経営環境が

厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化

に資する鉄道施設の補強・改良を支援するとともに、広域的・戦略的なインフラメンテ

ナンス実現に向け、鉄道事業者の技術力向上、検査業務体制の再構築を推進してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

塗膜劣化 

クラックの発生 

トンネル 橋りょう 

図３： 老朽化が進んでいる施設の例 
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カ．鉄軌道事業者への支援  

鉄軌道は、通学生、高齢者等の交通弱者にとって必要不可欠な交通機関ですが、

地域鉄道１ を取り巻く経営環境は厳しさを増し、約８割の事業者が赤字となっており、

施設の老朽化も進んでいます。 

このため経営基盤の脆弱な地域鉄道事業者の安全性を確保する観点から、「鉄道

施設総合安全対策事業費補助」（令和７年度予算額４５．３億円、令和６年度補正予

算額６８．６億円）等の一部を活用し、安全性の向上に資する設備の更新に対して補

助を行いました。 

災害により被災した鉄軌道事業者を支援するため、鉄軌道事業者からの要望を受

けた国土交通省からの要請に基づき、豊富なノウハウや技術力を有する独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構から鉄道災害調査隊（ＲＡＩＬ－ＦＯＲＣＥ）を派遣

し、被災状況調査を実施するとともに、復旧方法について技術的助言をするなどの支

援を行っています。 

 

  

 
１

  一般に、新幹線、在来幹線、都市鉄道に該当する路線以外の鉄軌道路線のことを地域鉄道といい、その運営主体は、

ＪＲ、一部の大手民鉄、中小民鉄及び旧国鉄の特定地方交通線や整備新幹線の並行在来線などを引き継いだ第三セ

クターである。これらのうち、中小民鉄（５０事業者）及び第三セクター（４８事業者）を合わせて地域鉄道事業者（９８事業

者）と呼んでいる（令和７年４月１日現在）。 

詳しくは、以下 URL参照：https://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk5_000002.html   

https://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk5_000002.html
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２ 運転事故に関する事項 

 

２．１ 鉄軌道における運転事故の発生状況等 

 

(1) 運転事故の件数及び死傷者数の推移等  

 

・運転事故１ の件数は長期的に減少傾向にありますが、令和７年度は５３０件（対前年度比

６６件減）でした。 

・令和７年度に発生した運転事故による死傷者数２ は、４９５人（対前年度比１人減）でした。

運転事故による死傷者数はJR西日本福知山線列車脱線事故が発生した平成１７年度の

死傷者数が１，３９７人であるなど、甚大な人的被害を生じた運転事故が発生した年度で

は死傷者数が多くなっています。 

・なお、令和７年度に発生した運転事故による死亡者数は、２２７人（対前年度比１８人減）

でした。 

 

 
１  踏切障害事故、道路障害事故及び人身障害事故にあっては、自殺によるものは、運転事故として扱わないこととして

いる（自殺と断定できないものについては、運転事故としている）。  
２  自殺の行為に直接的に巻き込まれたことにより第三者が死傷した場合についても、同様に死傷者数には含めないこ

ととしている。 
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図４： 運転事故の件数及び死傷者数の推移 
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(2) 列車走行百万キロ当たりの運転事故の件数の推移  

 

・列車走行百万キロ当たりの運転事故の件数は、令和７年度は０．４１件（対前年度比   

０．０５件減）でした。 

 

 

 

 

  

図５： 列車走行百万キロ当たりの運転事故の件数の推移 

 

※ グラフ中の「全鉄軌道」は、ＪＲ（在来線＋新幹線）と民鉄等（鉄道＋軌道）の列車走行百万キロ

当たりの運転事故の件数です。 
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(3) 運転事故の種類別の件数及び死傷者数  

 

・令和７年度に発生した運転事故の件数は、（1）に記述したとおり５３０件であり、その内訳

は、線路内やホーム上での列車との接触などの人身障害事故が２９８件（運転事故に占

める割合５６．２％、対前年度比２３件減）、踏切道における列車と自動車との衝突などの

踏切障害事故が１８３件（同３４．５％ 、同３４件減）、路面電車と自動車等が道路上で接

触するなどの道路障害事故が２８件（同５．３％、同６件減）、列車事故は１５件（同２．８％、

同２件減）、物損事故は６件（同１．１％、同１件減）でした。 

・令和７年度に発生した運転事故のうち、身体障害者が関わる事故の件数は５件（対前年

度比増減無し）であり、人身障害事故が２件、踏切障害事故が３件（視覚障害のある人は

１件、視覚障害と聴覚障害の重複障害の人が１件、肢体不自由のある人が２件、障害区

分不明が 1件関わる事故）でした。 

・新幹線に関わる運転事故は２件（対前年度比１件増）であり、人身障害事故が２件でした。 

・令和７年度に発生した運転事故による死傷者数は、（1）に記述したとおり４９５人であり、

その内訳は、人身障害事故によるものが３１１人（運転事故に占める割合６２．８％、対前

年度比１６人減）、踏切障害事故によるものが１４８人（同２９．９％、同８人増）、道路障害

事故によるものが２３人（同４．６％、同１０人増）、列車事故によるものが１３人（同２．６％、

同３人減）でした。 

・なお、令和７年度に発生した運転事故による死亡者数は、（1）に記述したとおり２２７人で

あり、その内訳は、人身障害事故によるものが１６１人（運転事故に占める割合７０．９％、

対前年度比３人増）、踏切障害事故によるものが６５人（同２８．６％、同２２人減）、道路障

害事故によるものが１人（同０．４％、同１人増）、列車事故によるものが０人（同０．０％、

同増減無し）でした。 
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表２：運転事故の件数及び死傷者数（令和７年度） 

 

件  数 （対前年度） 死傷者数※3 （対前年度） 
  

うち死亡者数 （対前年度） 

列  車  事  故 15件 （－  2 件） 13人 1（－ 3 人） 0人  （±  0 人） 

 

うち列車衝突事故 4 件 （－  1 件） 4 人 （－ 12 人） 0 人 （±  0 人） 

うち列車脱線事故 11 件 （－  1 件） 9 人 （＋  9 人） 0 人 （±  0 人） 

うち列車火災事故 0 件 （±  0 件） 0 人 （±  0 人） 0 人 （±  0 人） 

踏  切  事  故※1 184件 （－ 33 件） 149人  （＋ 9 人） 65人  （－ 22 人） 

 
うち踏切障害に伴う

※2
 

列車事故  
1 件 （＋  1 件） 1 人 （＋  1 人） 0 人 （±  0 人） 

 うち踏切障害事故 183 件 （－ 34 件） 148 人 （＋ 8 人） 65 人 （－ 22 人） 

道路障害事故 28件 （－  6 件） 23人  （＋ 10 人） 1人  （＋  1 人） 

人身障害事故 298件 （－ 23 件） 311人  （－ 16 人） 161人  （＋ 3 人） 

 

うち線路内立入り等に 

よる列車との接触 
168 件 （－ 14 件） 170 人 （－ 13 人） 136 人 （＋ 8 人） 

うちホームでの 

列車との接触 
118 件 （－ 10 件） 118 人 （－ 10 人） 22 人 （－  5 人） 

物 損 事 故 6件 （－  1 件）   

合 計 530件 （－ 66 件） 495人 （－ 1 人） 227人 （－ 18 人） 

※1  「踏切事故」とは、踏切障害に伴う列車事故及び踏切障害事故をいう。 

※2  「踏切障害に伴う列車事故」の件数等は、踏切事故の内数であり、列車事故にも重複して計上されている。合計の

件数等は、この重複を除いたものである。 

※3  踏切障害事故、道路障害事故及び人身障害事故にあっては、自殺によるものは、運転事故として扱わないこととし

ている（自殺と断定できないものについては、運転事故としている）。また、列車事故にあっては、自殺によるものも

運転事故として扱っているが、死傷者数には自殺によるものは含めないこととしている。なお、自殺の行為に直接的

に巻き込まれたことにより第三者が死傷した場合についても、同様に死傷者数には含めないこととしている。 
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列車事故

15件 2.8%

踏切障害事故

183件 34.5%

道路障害事故

28件 5.3%

人身障害事故

298件 56.2%

物損事故

6件 1.1%

件 数

530件

① 運転事故件数 ② 死傷者数 

③ 死亡者数 ④ 負傷者数 

⑤ JR（新幹線）の運転事故件数 ⑥ JR（在来線）の運転事故件数 

列車事故

13人 4.9%

踏切障害事故

83人 31.0%

道路障害事故

22人 8.2%

人身障害事故

150人 56.0%

負傷者数

268人

人身障害事故

2件 100%

件 数

2 件 

列車事故

4件 1.5%

踏切障害事故

88件 32.2%

人身障害事故

177件 64.8%

物損事故

4件 1.5%

件 数

273件

列車事故

13人 2.6%

踏切障害事故

148人 29.9%

道路障害事故

23人 4.6%

人身障害事故

311人 62.8%

死傷者数

495人

踏切障害事故

65人 28.6%

道路障害事故

1人 0.4%人身障害事故

161人 70.9%

死亡者数

227人
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(4) 令和７年度において５人以上の死傷者又は乗客、乗務員に死亡者が発生した事故 

  

表３：主な事故の発生状況（令和７年度） 

年月日 事業者 場  所 
事故 

種類 

死
亡 

負
傷 

脱線 

両数 
概  要 

R7.4.2 鹿児島市 

唐湊線 中郡停

留場～純心学園

前停留場間 

車両

脱線 
0 5 1 

純心学園前停留場手前の信号機の

ない交差点で停車していた軽自動

車と衝突し、この影響で前方台車

が脱線した。 

これにより乗客５名が負傷した。 

R7.5.15 JR北海道 
函館線 札幌駅

構内 

人身

障害 
0 6 0 

ATS 地上子故障時の取扱いにおい

て運転士が切替・復位手順を失念

したまま進行したため、ATSが作動

して非常ブレーキが動作し停止し

た。これにより乗客６名が負傷し

た。 

 

 

列車事故

3件 1.4%

踏切障害事故

91件 42.3%

道路障害事故

3件 1.4%

人身障害事故

116件 54.0%

物損事故

2件 0.9%

件 数

215件 

図６： 運転事故の種類別の件数及び死傷者数（令和７年度） 

 

⑦ 民鉄等(鉄道)の運転事故件数 ⑧ 民鉄等(軌道)の運転事故件数 

列車事故

8件 20.0%

踏切障害事故

4件 10.0%

道路障害事故

25件 62.5%

人身障害事故

3件 7.5%

件 数 
40件 
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年月日 事業者 場  所 
事故 

種類 

死
亡 

負
傷 

脱線 

両数 
概  要 

R7.5.21 長野電鉄 
長野線 日野駅

～須坂駅間 

人身

障害 
1 2 0 

走行中、突風で飛ばされ線路上に

あった支障物（農業用倉庫）が軌

道上にあることを認めたため、直

ちに非常制動を取ったが間に合わ

ず衝突した。 

これにより乗客１名が死亡、２名

が負傷した。 

R7.6.24 JR東日本 
総武本線 八街

駅～日向駅間 

踏切

障害 
0 6 0 

踏切内で立ち往生していたトラッ

クを認め非常停止手配を執るも衝

突して停車した。 

これによりトラック運転手１名、

乗務員１名、乗客４名が負傷した。 

R7.9.12 
長崎電気

軌道 

本線 新出島停

留場～大波止停

留場間 

道路

障害 
0 17 0 

大波止交差点で右折レーンに停車

中の高速バスが軌道内にはみ出し

ていることに気付き、常用制動に

よる停止の処置を講じるも停止で

きず衝突した。 

これにより乗客１７名が負傷した。 

R7.10.1 JR東海 
高山線 各務ケ

原駅～蘇原駅間 

踏切

障害 
0 20 0 

運転士は踏切内に進入したトラッ

クを認め、非常ブレーキをかけた

が衝突して停止した。 

これにより乗客２０名が負傷した。 

列車はガラスや構体に損傷を受け

た。 

R8.1.26 JR北海道 
根室線 厚床駅

～別当賀駅間 

踏切

障害 
1 7 0 

踏切内に進入したトラックを発見

し、直ちに非常停止手配を取るも

衝突した。 

これによりトラック運転手が死亡、

乗務員２名、乗客５名が負傷した。 
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(5) 事業者区分別の運転事故件数  

 

・事業者区分別の運転事故の件数は、下記のとおりです。 

 

 

 
※１ 大手民鉄：西武鉄道（山口線）を含む。 

※２ 公営：東京都交通局（日暮里・舎人ライナー）を含み、東京都交通局（荒川線）を除く。 

※３ 中小民鉄：準大手鉄道事業者（北大阪急行電鉄、山陽電気鉄道）及び大阪市高速電気軌道（南港ポー

トタウン線）を含む。 

※４ 路面電車：軌道事故等報告規則第６条の規定により鉄道事故等報告規則を準用するものを除く。 

※５ 地域鉄道：一般に、新幹線、在来幹線、都市鉄道に該当する路線以外の鉄軌道路線のことを地域鉄道

といい、その運営主体は、ＪＲ、一部の大手民鉄、中小民鉄及び旧国鉄の特定地方交通線や整備新幹

線の並行在来線などを引き継いだ第三セクターである。これらのうち、中小民鉄（５０事業者）及び第三

セクター（４８事業者）を合わせて地域鉄道事業者（９８事業者）と呼んでいる（令和８年４月１日現在）。 

 

  

(件）

列車
衝突

列車
脱線

列車
火災

踏切
障害

道路
障害

人身
障害

物損 合計

4 88 177 4 273

2 2

1 2 91 3 116 2 215

大手民鉄※１ 1 56 103 1 161

公　　　営※２ 2 2

新交通・モノレール 1 1

中小民鉄※３ 2 35 3 10 1 51

3 5 4 25 3 40

4 11 0 183 28 298 6 530

地域鉄道（再掲）※５ 1 5 34 27 10 1 78

地域鉄道（鉄道） 2 30 3 8 1 44

地域鉄道(路面電車) 1 3 4 24 2 34

路面電車※４

合計

　　　　　　　　　　　　事故種類
事業者区分

民鉄等

ＪＲ（在来線）

ＪＲ（新幹線）

表４：事業者区分別の運転事故件数（令和７年度） 
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２．２ 列車事故の発生状況 

 

・令和７年度に発生した列車事故の件数は、運転事故全体の２．８％に当たる１５件（対前

年度比２件減）であり、その内訳は列車衝突事故が４件（列車事故に占める割合２６．７％、

対前年度比１件減）、列車脱線事故が１１件（同７３．３％、同１件減）、列車火災事故が０

件（同０．０％、同増減無し）でした。 

・令和７年度に発生した列車事故による死傷者数は１３人（運転事故に占める割合２．６％、

対前年度比３人減）であり、その内訳は列車衝突事故によるものが４人（列車事故に占め

る割合３０．８％、対前年度比１２人減）、列車脱線事故によるものが９人（同６９．２％、同

９人増）、列車火災事故によるものは０人（同０．０％、同増減無し）でした。 

・なお、令和７年度に発生した列車事故による死亡者数は０人（運転事故に占める割合  

０．０％、対前年度比増減無し）でした。 
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図７： 列車事故の件数及び死傷者数の推移 
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図８： 列車事故の件数の内訳（過去１０年間） 
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２．３ 踏切事故の発生状況 

 

(1) 踏切事故の件数及び死傷者数の推移等 

 

・踏切事故の件数は長期的に減少傾向にありますが、令和７年度は運転事故全体の３４．

７％に当たる１８４件（対前年度比３３件減）でした。 

・令和７年度に発生した踏切事故のうち、身体障害者が関わる事故の件数は３件（対前年

度比１件増）であり、うち肢体不自由のある人は２件、障害区分不明が 1件でした。 

・令和７年度に発生した踏切事故による死傷者数は１４９人（運転事故に占める割合３０．

１％、対前年度比９人増）であり、うち死亡者数は６５人（同２８．６％、同２２人減）でした。 
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図９： 踏切事故の件数及び死傷者数の推移 
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※  自動車等の運転者、歩行者が列車と接触し、死傷した人数を計上している (列車の乗客等を除く)。 

※  高齢者（６５歳以上）が関わる踏切事故の内訳は、「第１種踏切道における死傷者数は４８人、うち死亡者数は２９人」、

「第３種踏切道における死傷者数は１人、うち死亡者数は１人」、「第４種踏切道における死傷者数は４人、うち死亡

者数は０人」である（年齢の把握ができなかった場合は、除く）。 
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① 死亡者数 ② 負傷者数 

図１０：踏切事故の踏切道種別の死傷者数（令和７年度） 

 

第１種踏切道

76人 90.5%

第４種踏切道

8人 9.5%

負傷者数

84人

図１１：踏切事故による死傷者数の年齢別人数（令和７年度） 

 

第１種踏切道

61人 93.8%

第３種踏切道

2人 3.1%

第４種踏切道

2人 3.1%

死亡者数

65人
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(2) 踏切道種別・衝撃物別及び原因別の踏切事故の件数等  

  

・令和７年度に発生した踏切事故の踏切道種別の内訳は、第１種踏切道１６４件（踏切事故

に占める割合８９．１％、対前年度比３０件減）、第３種踏切道２件（同１．１％、同１件減）、

第４種踏切道１８件（同９．８％、同２件減）でした。 

・衝撃物別の内訳は、自動車８３件（踏切事故に占める割合４５．１％、対前年度比８件減）、

二輪３件（同１．６％、同５件減）、自転車などの軽車両１９件（同１０．３％、同６件減）、歩

行者７９件（同４２．９％、同１４件減）でした。 

・原因別の内訳は、直前横断８８件（踏切事故に占める割合４７．８％、同２８件減）、落輪・

エンスト・停滞６４件（同３４．８％、同９件減）、側面衝撃・限界支障２３件（同１２．５％、同

増減無し）、その他９件（同４．９％、同４件増）でした。 
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直 前 横 断 ： 踏切道において、列車又は車両（以下「列車等」という。）が接近しているに

もかかわらず、踏切道を通行しようとする自動車、二輪・原動付自転車又

は軽車両等（以下「自動車等」という。）若しくは人が、無理に又は不注意

に踏切道内に進入したため列車等と衝突したもの 

落 輪 ・ エンス ト ・ 停 滞 ： 自動車等が落輪、エンスト、交通渋滞、自動車の運転操作の誤り等により、 

踏切道から進退が不可能となったため列車等と衝突したもの 

側 面 衝 撃 ・ 限 界 支 障 ： 自動車等が通過中の列車等の側面に接触したもの及び人等が踏切道の

手前で停止した位置が不適切であったために列車等と衝突したもの 

関 係 者 年 齢 ： 関係者年齢とは、歩行者等の年齢（自動車等にあっては、運転者の年齢） 

  

図１２： 踏切道種別、衝撃物別、原因別及び関係者年齢別の 

踏切事故の件数（令和７年度） 

③ 原因別 

 

④ 関係者年齢別 

 

※高齢者（６５歳以上）の件数は、８４件 

直前横断

88件 47.8%

落輪

エンスト

停滞

64件 34.8%

側面衝撃

限界支障

23件 12.5%

その他

9件 4.9%

総件数
184件 

①  踏切道種別 

 

② 衝撃物別 

 

第１種踏切道

164件 89.1%

第３種踏切道

2件 1.1%

第４種踏切道

18件 9.8%

総件数
184件

自動車

83件

45.1%

二輪

3件

1.6%

軽車両

19件

10.3%

歩行者

79件

42.9% 総件数
184件

0～9歳

2件

1.1%

10歳代

5件

2.7%

20歳代

11件

6.0%

30歳代

11件

6.0%

40歳代

16件

8.7%

50歳代

26件

14.1%
60歳代

24件

13.0%

70歳代

46件

25.0%

80歳以上

29件

15.8%

年齢不明

14件

7.6%

総件数
184件
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２．４ 人身障害事故の発生状況 

 

(1) 人身障害事故の件数及び死傷者数の推移等  

 

・令和７年度に発生した人身障害事故は運転事故全体の５６．４％に当たる２９８件（対前

年度比２３件減）でした。 

・令和７年度に発生した人身障害事故のうち、身体障害者が関わる事故の件数は２件（人

身障害事故に占める割合０．７％、対前年度比１件減）であり、うち視覚障害のある人は１

件、視覚障害と聴覚障害の重複障害の人は１件でした。 

・新幹線に関わる人身障害事故は２件（対前年度比２件増）でした。 

・なお、令和７年度に発生した人身障害事故による死傷者数は３１１人（運転事故に占める

割合６２．８％、対前年度比１６人減）、うち死亡者数は１６１人（同７０．９％、同３人増）で

した。 
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図１３： 人身障害事故の件数及び死傷者数の推移 
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(2) 原因別の人身障害事故の件数等  

 

・原因別の内訳は、次のとおりです。 

①  「公衆等が駅間において無断で線路内に立ち入る等により列車等と接触したもの

（駅間における線路内立入り等での接触）」が７８件（人身障害事故に占める割合２

６．２％、対前年度比７件減）であり、これによる死傷者数は７９人（同２５．４％、同７

人減）、うち死亡者数は６８人（同４２．２％、同１２人増）でした。 

② 「旅客がプラットホーム等において線路内に立ち入る等により列車等と接触したもの

（ホーム等における線路内立入り等での接触）」が９０件（同３０．２％、同７件減）であ

り、これによる死傷者数は９１人（同２９．３％、同６人減）、うち死亡者数は６８人（同４

２．２％、同４人減）でした。 

③ 「旅客がプラットホームから転落したことにより列車等と接触したもの（ホームから転

落して接触）」が３６件（同１２．１％、同４件増）、これによる死傷者数は３６人（同１１．

６％、同４人増）、うち死亡者数は１９人（同１１．８％、増減無し）でした。 

④ 「プラットホーム上で列車等と接触したもの（ホーム上で接触）」が８２件（同２７．５％、

同１４件減）、これによる死傷者数は８２人（同２６．４％、同１４人減）、うち死亡者数

は３人（同１．９％、同５人減）でした。 

⑤ その他、設備の故障、鉄道係員の作業誤り等によるものは１２件（同４．０％、

対前年度比１件増）、これによる死傷者数２３人（同７．４％、同７人増）、うち

死亡者数は３人（同１．９％、同増減無し）でした。 

・令和７年度に発生した人身障害事故のうち、身体障害者が関わる事故の原因別の内訳

は、「公衆等が駅間において無断で線路内に立ち入る等により列車等と接触したもの（駅

間における線路内立入り等での接触）」が１件、「旅客がプラットホーム等において線路

内に立ち入る等により列車等と接触したもの（ホーム等における線路内立入り等での接

触）」が１件であり、これによる死傷者数は２人、うち死亡者数は２人でした。 
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駅間における線路内

立入り等での接触

68人 42.2%

ホーム等における線路
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ホームから
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19人 11.8%

ホーム上で接触

3人 1.9%

その他

3人 1.9%

死亡者数
人

死亡者数
人161

④ 負傷者数 ③ 死亡者数 

図１４： 人身障害事故の原因別の件数及び死傷者数（令和７年度） 
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※ 「線路内立入り等での接触」は、「駅間における線路内立入り等での接触」と「ホーム等における線路内立入り 

等での接触」の合計である。 

※ 「ホームでの接触」は、「ホームから転落して接触したもの」と「ホーム上で接触したもの」の合計である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 年齢の把握ができなかった場合は、除く。 

※ 高齢者（６５歳以上）については、ホームでの接触による死傷者数は２５人、うち死亡者数は５人、 

線路内立入り等での接触による死傷者数は５５人、うち死亡者数は４３人。 

206 
199 

199 

183 

228 

207 
193 189 

207 

207 

230 

188 
178 180 

181 

194 

215 213 

182 
168 

161

196

216

193 224

209
223 221

227

198
187

176 178
160

98

74

120 150

128
118

50

100

150

200

250

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7

（件）

(年度)

線路内立入り等での接触

ホームでの接触

図１５：人身障害事故の原因別件数の推移 
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(3) 駅ホームからの転落に関する状況  

  

・令和７年度にホームから転落し、人身障害事故にならなかったもの及びなったものの合計

は２，４３１件でした。 

・令和７年度におけるホームからの転落件数１は２，３９５件で、このうち視覚障害のある人

の件数は５８件でした。 

・また、ホームから転落後の接触事故の件数は３６件で、このうち視覚障害のある人の件数

は０件でした。 

・人身障害事故２のうち、ホーム上での接触事故件数は８２件で、このうち視覚障害のある

人の件数は０件でした。 

 

 

図１７：駅ホームからの転落に関する件数と内訳（令和７年度） 

 

 
 

 

 
１ ホームからの転落件数は、ホームから転落したが列車等と接触せず、人身障害事故にならなかった件数である。また、

自殺等、故意にホームから線路に降りたものは含まない。 
２ 人身障害事故は、列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故をいう。ただし、脱線事故や踏切障害事故等に伴

うものを除く（鉄道事故等報告規則第３条第１項第六号）。 
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図１８：ホームからの転落件数の推移（人身障害事故以外） 
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※ 自殺等故意に列車等に接触したものは含まない。 

 

 

 

 

※ 自殺等故意に列車等に接触したものは含まない。 

※ ホームからの転落件数は、プラットホームから転落したが、人身障害事故にならなかったものの件数をいう。

ただし、平成 28 年度以降は乗降時に踏外したものを除く。 
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図１９：ホーム転落後の接触事故件数（人身障害事故になったもの） 

及びホーム上での接触事故件数の推移 

 

図２０：視覚障害者の転落及び接触事故件数の推移 
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※  ホームからの転落要因は、鉄軌道事業者が把握している件数である。 

※ 以下のものは、ホームからの転落の要因別件数に含まない。 

①運転事故又は輸送障害として鉄道事故等報告規則又は軌道事故等報告規則に基づき報告されたもの 

②自殺等故意に線路に降りたもの 
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図２１：ホームからの転落の要因別件数の推移（人身障害事故以外） 
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 (4) 駅ホームドアの整備に関する状況  

・移動等円滑化の促進に関する基本方針に基づき、ホームドア又は可動式ホーム柵

については、転落及び接触事故の発生状況、プラットホームをはじめとする鉄軌道

駅の構造及び利用実態、地域の実情等を勘案し、優先度が高いプラットホームでの

整備の加速化を目指し、地域の支援の下、令和７年度までに３，０００番線を整備

する。そのうち、１日当たりの平均的な利用者数が１０万人以上の鉄軌道駅におい

て、８００番線を整備する。 

 

 

 

 

※  新型コロナウィルスの影響により、鉄道使用者が減少したことから、令和２年度における「10 万人以上駅における

ホームドア設置駅数（番線数）」が減少した。 

※ ホームドア設置番線数については令和元年度より集計している。 

 

 

  

図２２：ホームドア設置駅数の推移 
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３ インシデントに関する事項 

 

・インシデント（運転事故が発生するおそれがあると認められる事態）は、平成１３年１０月よ

り鉄軌道事業者から国への報告が義務付けられています。 

・令和７年度に発生したインシデントは３７件で、このうち２件（５．４％）が運輸安全委員会

の調査対象１となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ 運輸安全委員会では、鉄道重大インシデント（鉄道事故の兆候）についても調査し、報告書を公表している。

（ https://jtsb.mlit.go.jp/index.html ） 

閉そく違反 信号違反 信号冒進 本線逸走 工事違反 車両脱線 施設障害 車両障害
危険物
漏えい

その他 合計

11 1 1 14 5 5 37

令和６年度 13 1 1 15 13 4 47

５年平均
（R３～R７年度） 0.2 8.2 0.6 0.2 0.8 14.0 10.2 3.2 37.4

令和７年度

参
考

閉 そ く 違 反 閉そく（軌道事業においては、保安方式）の取扱いを完了しないうちに、当該閉そく区間（軌道事業においては、保
安区間）を運転する目的で列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）が走行した事態をいう。 

信 号 違 反 列車の進路に支障があるにもかかわらず、当該列車に進行を指示する信号が現示された事態又は列車に進行を
指示する信号を現示中に当該列車の進路が支障された事態をいう。 

信 号 冒 進 列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）が停止信号を冒進し、当該列車（車両）が本線における他の
列車又は車両の進路を支障した事態をいう。 

本 線 逸 走 列車又は車両が本線を逸走した事態をいう。 

工 事 違 反 列車の運転を停止して行うべき工事又は保守の作業中に、列車が当該作業をしている区間を走行した事態をい
う。 

図２３：インシデントの発生件数（令和７年度） 

 
表５：インシデントの内訳（令和７年度）

 

 

信号冒進

11件 30%

工事違反

1件 3%

車両脱線

1件 3%施設障害

14件 38%

車両障害

5件 13%

その他

5件 13%

合 計 
37件 

https://jtsb.mlit.go.jp/index.html
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表６： 重大インシデントの概要（令和７年度） 

 

 

  

車 両 脱 線 鉄道事業における車両が脱線した事態であって次に掲げるものをいう。 
イ 本線において車両が脱線したもの 
ロ 側線において車両が脱線し、本線を支障したもの 
ハ 側線において車両が脱線したものであって、側線に特有の設備又は取扱い以外に原因があると認められるも
の 

施 設 障 害 鉄道線路、運転保安設備等に列車の運転の安全に支障を及ぼす故障、損傷、破壊等が生じた事態をいう。 
車 両 障 害 車両の走行装置、ブレーキ装置、電気装置、連結装置、運転保安設備等に列車（軌道事業においては、本線路を

運転する車両）の運転の安全に支障を及ぼす故障、損傷、破壊等が生じた事態をいう。 

危険物漏 え い 列車又は車両から危険品、火薬類等が著しく漏えいした事態をいう。 

そ の 他 前述に掲げる事態に準ずる事態をいう。 

事 業 者 事案発生日 重 大 イ ン シ デ ン ト の 概 要 改 善 の 概 要 

江ノ島電鉄 R7.12.22 運転指令は、上り最終列車が工事のための線路閉鎖区

間を通過したことを確認し、線路閉鎖を実施した。しかし、下

り最終列車が、線路閉鎖した後、当該作業区間を通過した。 

 運輸安全委員会が調査中。 

JR東日本 R8.3.28 当該列車の運転士は初狩駅通過時に、運転台のモニター

にドア開扉の表示を認め非常ブレーキにて停止した。現場を

確認したところ、１１号車の列車進行方向左側扉が開いてい

た。 

なお、開いた扉から車外へ転落した乗客はいなかった。 

 運輸安全委員会が調査中。 
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４ 輸送障害に関する事項 

 

４．１ 輸送障害の発生状況 

 

・輸送障害（列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等）１の件数は、長期的に増加傾

向にあり、令和７年度は７，４４５件（対前年度比４０件増）でした。 

・鉄道係員、車両又は鉄道施設等（部内原因※１）に起因する輸送障害は、１，６１０

件（輸送障害に占める割合２１．６％、対前年度比４５件増）でした。このうち、鉄道

係員に起因するものが３００件（同４．０％、同１３件減）、車両に起因するものが７

７２件（同１０．４％、同２７件増）、施設に起因するものが５３８件（同７．２％、同３

１件増）でした。 

・線路内立入り等（部外原因※２）による輸送障害は、３，５７５件（輸送障害に占める割合４

８．０％、対前年度比１３９件減）でした。このうち、自殺によるものが５３４件（同７．２％、

同４７件減）、動物によるものが１，３３１件（同１７．９％、同３８件増）でした。 

・風水害、雪害、地震等の自然災害による輸送障害（災害原因※３）は２，２６０件（輸送障害

に占める割合３０．４％、対前年度比１３４件増）でした。このうち、風水害によるものが８４

２件（同１１．３％、同３４件減）、雪害によるものが３１８件（同４．３％、同６９件減）、地震

によるものが７８件（同１．０％、同１９件増）でした。 

・なお、運転事故に伴う列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等については、運転事

故との重複を避けるため、輸送障害として計上していません。 

 

※１ 部内原因 ： 鉄道係員、車両又は鉄道施設に起因するもの。 

※２ 部外原因 ： 部内原因及び自然災害以外のもので、妨害、線路内支障、線路内立入り、踏切道、火災、自殺、動物

との衝突に起因するもの、その他の８種類に分類される。 

※３ 災害原因 ： 風水害、雪害、地震等の自然災害に起因するもの。なお、自然災害による輸送障害（災害原因）は、従

来より、１事業者の１つの事象（台風、地震等）における運休や遅延を１件と計上している。例えば、梅

雨前線による豪雨で、ある事業者の複数の路線で多数の運休が数日間発生した場合でも１件と計上

している。 

 

  

 
１ 鉄道事業法第１９条等に基づき、鉄軌道事業者が国へ届け出ることとしている。 
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 以下、輸送障害件数の推移を示す。 
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図２４－１：ＪＲ（在来線＋新幹線）と民鉄等（鉄道＋軌道）の合計 

 

 

図２４－２：ＪＲ（在来線） 
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※ 軌道事故等報告規則第６条の規定により鉄道事故等報告規則を準用する軌道を含む。 
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図２４－４：民鉄等(鉄道) 

図２４－３：ＪＲ（新幹線） 
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240 454 296 990 2,902 1,484 5376

3 14 6 23 109 43 175

54 280 223 557 526 709 1792

大手民鉄※１ 14 55 65 134 278 81 493

公　　　営※２ 1 6 8 15 10 2 27

新交通・モノレール 3 16 11 30 5 6 41

中小民鉄※３ 36 203 139 378 233 620 1231

3 24 13 40 38 24 102

300 772 538 0 1610 3575 2260 7445

地域鉄道（再掲）※５ 29 201 134 364 239 574 1177

地域鉄道（鉄道） 27 178 128 333 211 557 1101

地域鉄道（路面電車） 2 23 6 31 28 17 76

合計

合計

ＪＲ（新幹線）

民鉄等

路面電車※４

ＪＲ（在来線）

　　　　　　　　　　　　　　　原因

事業者区分

部内原因
部外
原因

災害
原因

表７：事業者区分別の輸送障害件数（令和７年度） 

※１ 大手民鉄：西武鉄道（山口線）を含む。 

※２ 公営：東京都交通局（日暮里・舎人ライナー）を含み、東京都交通局（荒川線）を除く。 

※３ 中小民鉄：準大手鉄道事業者（北大阪急行電鉄、山陽電気鉄道）及び大阪市高速電気軌道（南港ポートタウン線）

を含む。 

※４ 路面電車：軌道事故等報告規則第６条の規定により鉄道事故等報告規則を準用するものを除く。 

※５ 地域鉄道：一般に、新幹線、在来幹線、都市鉄道に該当する路線以外の鉄軌道路線のことを地域鉄道といい、そ

の運営主体は、ＪＲ、一部の大手民鉄、中小民鉄及び旧国鉄の特定地方交通線や整備新幹線の並行在来線など

を引き継いだ第三セクターである。これらのうち、中小民鉄（５０事業者）及び第三セクター（４８事業者）を合わせて

地域鉄道事業者（９８事業者）と呼んでいる（令和８年４月１日現在）。 

 

 

図２４－５：民鉄等(軌道) 

※ 軌道事故等報告規則第６条の規定により鉄道事故等報告規則を準用する軌道を除く。 
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図２５：輸送障害（部外原因）の内訳 
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５ 鉄道に係る電気事故に関する事項 

 

・令和７年度の電気事故は、９件でした。 

 

 

 

 

                          件 数 

                     ９ 件 

 

 

 

 

 

 

 

  感電死傷事故 感電外死傷事故 電気火災事故 供給支障事故 合計 

令和７年度 ５ ０ ２ ２ ９ 

参 

考 

令和６年度 ６ ３ ３ ２ １４ 

５年平均 

（Ｒ２～Ｒ６年度） 
６．２ ０．８ ３．０ １．０ １１．０ 

 

  

図２６： 鉄道に係る電気事故の発生状況（令和７年度） 

表８： 鉄道に係る電気事故の内訳（令和７年度） 

感電死傷

5件 55.6%
電気火災

2件 22.2%

供給支障

2件 22.2%
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図２７： 自然災害による鉄道施設の被害額の推移（過去１０年間） 

６ 鉄道に係る災害に関する事項 

 

(1) 鉄道施設の災害被害額 

 

・鉄道事業者は、被害額が１千万円以上の災害が発生した場合には、鉄道事故等報告規

則第８条に基づき、当該災害に対する応急処置が完了した後１０日以内に、国へ報告す

ることが義務づけられています。 

・被害額については、令和８年３月末までに、各事業者から報告のあった応急工事又は復

旧工事に要した費用を集計したものであり、令和８年３月末時点で復旧が完了していない

もの（JR九州肥薩線、くま川鉄道湯前線、JR東日本米坂線等）は、含まれておりません。 

 

 

 

 

  

  ※復旧が完了していない鉄道施設の被害額を含めると更に増加 

(億円) 

・熊本地震 

 ・房総半島台風 

 ・東日本台風 

・7 月豪雨 

・九州北部豪雨  ・7月豪雨 

 ・8月豪雨 

 ・能登半島地震 

■：豪雨・台風 
■：地震 
■：その他 

・ 7月豪雨 

 ・福島県沖地震 

 ・8月 6 日からの大雨 
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図２８－１： ブロック毎・被害額※に基づく整理（令和２年度） 

図２８－２： ブロック毎・被害額※に基づく整理（令和３年度） 
※被害額については、鉄道事故等報告規則第８条に基づき報告された１千万円以上の災害に限る。なお、復旧が完了していない鉄道施設の被害額は含まれていない。 
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図２８－３： ブロック毎・被害額※に基づく整理（令和４年度） 

図２８－４： ブロック毎・被害額※に基づく整理（令和５年度） 
※被害額については、鉄道事故等報告規則第８条に基づき報告された１千万円以上の災害に限る。なお、復旧が完了していない鉄道施設の被害額は含まれていない。 
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図２８－５： ブロック毎・被害額※に基づく整理（令和６年度） 

図２８－６： ブロック毎・被害額※に基づく整理（令和７年度） 
※被害額については、鉄道事故等報告規則第８条に基づき報告された１千万円以上の災害に限る。なお、復旧が完了していない鉄道施設の被害額は含まれていない。 
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(2) 鉄道施設の被災状況等 

 

・過去６年間の主な災害における鉄道施設の被災状況等は、下表のとおりです。 

 

表９： 鉄道施設の被災状況等（令和２年度～令和７年度） 

年度 災害名 被災した路線数 被害額 

令和 2年度 令和 2年 7月豪雨※１ 13事業者 20路線  

うち橋りょう被害（流失等） 

2事業者 3路線 4橋りょう 

約 38億円 

令和 3年度 令和 3年 7月豪雨 4事業者 7路線  約 42億円 

令和 3年 8月豪雨 9事業者 16路線  

うち橋りょう被害（流失等） 

3事業者 3路線 3橋りょう 

約 45億円 

令和 4年 3月福島県沖地震 2事業者 4路線 約 148億円 

令和 4年度 令和 4年 8月豪雨※１ 5事業者 11路線 

うち橋りょう被害（流失等） 

1事業者 3路線 4橋りょう 

約 33億円 

令和 4年台風 14号 2事業者 8路線 約 5億円 

令和 4年台風 15号※１ 3事業者 4路線 約 3億円 

令和 5年度 令和 5年台風 2号 5事業者 5路線 約 20億円 

令和 5年 6月 29日からの大雨 3事業者 6路線 

うち橋りょう被害（流失等） 

1事業者 2路線 2橋りょう 

約 16億円 

令和 5年台風 13号 3事業者 3路線 約 6億円 

令和 6年能登半島地震※１ 7事業者 10路線 約 34億円 

令和 6年度 令和 6年 7月 25日からの大雨※１ 3事業者 4路線 約 16億円 

令和 6年台風 10号 6事業者 6路線 約 12億円 

令和 6年 10月 22日の大雨 1事業者 2路線 約 4億円 

令和 7年度 令和 7年 8月 6日からの大雨※１ 6事業者 9路線 約 8億円 

青森県東方沖を震源とする地震 2事業者 2路線 約 3億円 

 

※１ 復旧が完了していない鉄道施設の被害額を含めると更に増加する。 

※２ 被害額については、復旧が完了していない JR九州肥薩線、くま川鉄道湯前線、JR東日本米坂線等は含まれてい

ない。 

※３ 被災した路線数については、国土交通省が HP に公表している被害状況等のとりまとめにおける、施設被害による

運転見合わせ路線数を計上している。 
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７ 輸送の安全に関わる行政指導等に関する事項 

 

７．１ 保安監査の実施状況 

 

・国土交通省では、鉄軌道輸送の安全を確保するための取組が適切であるかどうか、施設

及び車両の管理及び保守並びに運転取扱いが適切であるかどうかについて、保安監査

を実施しています。 

・令和７年度は、全国２１６鉄軌道事業者(令和８年３月末現在)のうち、保安監査を６７の鉄

軌道事業者に対して計７６回実施しました。このうち、計画的な保安監査を計７２回実施し、

特に必要があると認められる場合に行う保安監査を計４回実施しました。 

・これらの保安監査の結果に基づいて２５の鉄軌道事業者に対し、文書による行政指導を

計２６件行い、改善を求めました。このうち、特に必要があると認められる場合に行う保安

監査については、３の鉄軌道事業者に対し、文書による行政指導を計４件行いました。 

・なお、この件数とは別に、JR 北海道については、令和７年３月３１日の改善指示に対する

改善対策の報告を受けた後も、安全に関する不適切な事象及び負傷者が出た事故が発

生したことから、鉄道局と北海道運輸局の合同でＪＲ北海道に対し、継続的・集中的に保

安監査を行う「強化型保安監査体制」（令和７年５月２７日から２年間程度）にして、改善対

策の取り組みが確実に実行に移されるよう、指導・監督を行うため、令和７年度は４回立

ち入りました。 
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表１０： 特に必要があると認められる場合に行う保安監査の結果に基づく 

行政指導の実施状況（令和７年度） 

事 業 者 文書発出日 行 政 指 導 の 概 要 

養老鉄道 R7.6.13 

 

【中部運輸局】 

貴社所属の運転士１名が、執務前後に実施する酒気帯びの有無の確認のうち、アルコール検知器

を用いた検査（以下「アルコール検査」という。）を適切に行わないまま、列車又は車両（以下「列車等」

という。）を操縦していたことが令和７年５月１２日に判明した。 

 これを受けて、令和７年５月１３日に保安監査を実施したところ、下記のとおり改善を要する事項が認

められたことから、改善措置を講ずるよう指示する。 

 改善措置を講ずるにあたっては、当該事項に係る業務の実施方法、実施状況、管理方法等の妥当

性について検証する等により、背後要因を含め当該事項が発生した原因を究明したうえで、再発防止

に必要な改善策を策定するとともに、鉄道輸送の安全に係る業務が確実に実施できるよう留意するこ

と。 

 

１． 運転取扱心得第１１条に規定する酒気帯びの有無確認について、係員を監督する者（以下「助

役」という。）は、運転士に対して執務前後に対面で行い、目視等によるほか、アルコール検知器を

用いて酒気帯びの有無を確認することと規定しているが、複数の助役は、特定の運転士１名に対

し執務前後のアルコール検査を行っていないにもかかわらず、アルコールが検知されなかったよう

に記録を残した上で、列車等を操縦させていたことを確認した。また、経営管理部門は、アルコー

ル検査に関する現場の状況を把握していなかったことを確認した。 

 よって、同心得に基づき、適切にアルコール検査を実施し、実施状況を正確に記録するとともに、

社員に対して、飲酒に関する安全意識の再徹底並びに法令及び規程等の遵守に係る教育を実施

すること。また、経営管理部門が現場の状況を把握する体制を整備した上で、現場の課題を整理

し、必要な改善を行うとともに、改善の実効性が確保されるよう安全管理体制の強化を図ること。 

神戸市交

通局 

R7.7.16 

 

【近畿運輸局】 

貴局の運転士等に対して実施した身体機能検査において、視機能に関する検査に実施漏れ等があ

り、その状態で動力車を操縦する作業に就かせていたことが判明した。 

 本事象を踏まえて、令和７年５月３０日に、貴局に対して保安監査を実施したところ、下記のとおり改善

を要する事項が認められたことから、所要の措置を講ずるよう指示する。 

 改善措置を講ずるにあたっては、当該事項に係る業務の実施方法、実施状況、管理方法等の妥当性

について検証する等により、背後要因を含め当該事項が発生した原因を究明したうえで、再発防止に

必要な改善策を策定するとともに、鉄道輸送の安全に係る業務が確実に実施できるよう留意すること。 

 

１．神戸市高速鉄道実施基準（総則編）第９条に基づく高速鉄道運輸係員資質管理要綱第６条により

実施することとしている列車又は車両を操縦する係員の適性検査のうち身体機能検査について、

次のことを確認した。 

（１）列車又は車両を操縦する係員である運転士及び運転業務を行う助役の一部の者（以下「運転

士等」という。）の視機能（視力）の結果について、動力車操縦者運転免許に関する省令第８条

の２（別表２）（以下「省令」という。）に規定する合格基準及び交通局現業員の採用に関する身

体検査等標準規程（以下「内規」という。）で定める合格基準を満たしていないにもかかわらず、

動力車を操縦する作業に就かせていたこと。 

（２）医療機関から通知された運転士等の身体機能検査の結果について、省令に規定する検査項目

及び内規で定める検査項目と相違するが、その検査の結果が動力車を操縦する作業を行うの

に支障がないことを確かめずに作業に就かせていたこと。 

（３）運転士の聴力の結果について、医療機関から再検査の所見を受けているが、当該運転士に再

検査の指示を行わず、動力車を操縦する作業を行うのに支障がないことを確かめずに作業に

就かせていたこと。 

よって、動力車を操縦する作業を行う係員が作業を行うのに必要な適性を保有していないおそれ

がある場合における当該係員への措置を適切に講じるとともに、必要な適性を保有していることを

確かめた後でなければ動力車を操縦する作業を行わせないよう管理体制の見直しを行うこと。 

明知鉄道 R7.8.22 

 

【中部運輸局】 

貴社所属の運転士（運転管理者）（以下「当該運転士」という。）が、仕業前の点呼の際のアルコール

検知器を用いた検査（以下「アルコール検査」という。）で、アルコールが検出され、点呼執行者から再

検査を指示されていたにもかかわらず、他の乗務員が行ったアルコール検査の検査結果の記録用紙を

提出し、アルコール検査を再度行うことなく列車又は車両（以下「列車等」という。）に乗務していた旨、

令和７年７月３日に貴社から当局に報告があった。 

 これを受けて、令和７年７月８日に保安監査を実施したところ、下記のとおり改善を要する事項が認め

られたことから、改善措置を講ずるよう指示する。 

 改善措置を講ずるにあたっては、当該事項に係る業務の実施方法、実施状況、管理方法等の妥当性

について検証する等により、背後要因を含め当該事項が発生した原因を究明したうえで、再発防止に

必要な改善策を策定するとともに、鉄道輸送の安全に係る業務が確実に実施できるよう留意すること。 

 

１． 運転取扱実施基準第１１条の２の酒気帯びの有無の確認について、点呼執行者は、運転士に

対し仕業前後に対面で行い、目視等によるほか、アルコール検知器を用いることと規定している
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が、以下の状況であることを確認した。 

（１）当該運転士は、令和７年６月１２日の仕業前の点呼の際のアルコール検査で、アルコールが検

出され、点呼執行者から再検査を指示されていたにもかかわらず、他の乗務員が行ったアル

コール検査の検査結果の記録用紙に自身の名前を記載のうえ点呼執行者に提出し、アルコー

ル検査を再度行うことなく列車等に乗務していた。 

（２）点呼執行者は運転士に対し、泊まり明けの仕業において、列車等に乗務する前に酒気帯びの

有無の確認が必要であるにもかかわらず、酒気帯びの有無の確認を行っていなかった。 

よって、同実施基準に基づき、適切に酒気帯びの有無の確認を行うとともに、社員に対して、

飲酒に関する法令及び規程等の遵守に係る教育を実施すること。また、運転管理者自らがアル

コール検査を適切に行っていないこと及び点呼執行者がアルコール検査の確認を適切に行って

いないことから、安全統括管理者が現場の状況を把握し、必要な改善を行うとともに、改善の実

効性が確保されるよう安全管理体制の強化を図ること。 

２．運転取扱実施基準第７条の運転士に対する適性の確認について、適性検査を行い、作業を行う

のに必要な保安のための教育を実施し、作業を行うのに必要な知識及び技能を保有することを確

かめた後でなければ作業を行わせてはならないと規定している。運転士３名について、適性検査

（身体機能検査）を行ったものの、視力や聴力が合格基準に達していないにもかかわらず、適切な

措置を行うことなく列車等に乗務させていたことを確認した。 

よって、同実施基準に基づき、運転士が作業を行うのに必要な適性を保有していることを確実に確認

するとともに、適性を保有していないおそれがある場合には適切な措置を講じ、必要な適性を保有して

いることを確かめた後でなければ列車等に乗務させないよう管理体制の見直しを行うこと。 

事 業 者 文書発出日 行 政 指 導 の 概 要 

養老鉄道 R7.12.17 

 

【中部運輸局】 

１．認められた事実 

（１）動力車操縦者運転免許を受けていない係員に列車を操縦させていた事実 

運転取扱心得第９条において、「列車又は車両は、運転士でなければ運転してはならない」と

規定している。しかしながら、運転士２名は動力車操縦者運転免許を受けていない当該駅務係

に列車を操縦させていたことが、以下のとおり確認された。 

① 令和７年６月６日、大垣駅発揖斐駅行第１２６１列車運転士は、広神戸駅～北神戸駅間（１駅

間）において、当該駅務係に列車を操縦させた。 

② 令和７年７月６日、揖斐駅発大垣駅行第１４６０列車運転士は、美濃本郷駅～東赤坂駅間（５

駅間）において、当該駅務係に列車を操縦させた。 

（２）正当な理由なく係員を乗務員室に立ち入らせた事実 

運転取扱心得第１７条において、「列車の乗務員室には、運輸課長が交付した乗務員室立入

証を着用した者のほか入室してはならない」と規定している。しかしながら、当該駅務係は、乗務

員室立入証を着用することなく、乗務員室に入室していたことが確認された。なお、全運転士３５

名中１５名が乗務する際に、当該駅務係に乗務員室立入証を着用させることなく、乗務員室に入

室させていたことが確認された。 

（３）運転取扱心得で認められた運転士以外の係員が列車の扉扱いをした事実 

運転取扱心得第３６条において、「運転士は、列車を駅から出発させるときは、扉を閉じるこ

と」、また、運転取扱心得第４１条において、「列車は、定められた停車駅に停車し、旅客の乗降

を行うものとする。この場合運転士は、列車を駅の停止目標を基準として停止させるものとし、所

定位置に停止したことを確認した後、扉を開くものとする」と規定している。しかしながら、当該駅

務係は、駅業務の内容に含まれていない列車の扉扱いを行っていたことが確認された。なお、

全運転士３５名中７名が乗務する際において、当該駅務係に扉扱いを行わせていたことが確認

された。 

（４）客室から乗務員室に入室するための鍵を適切に管理していなかった事実 

運転取扱内規運輸管理所運転第１７条において、「退職・転出時は鍵を返納するものとする」

と規定している。しかしながら、当該駅務係は運転見習を辞退した時に、鍵を返納することなく、

令和７年９月２３日まで使用していたことが確認された。 

（５）運転士等に対する教育に十分な効果がなかった事実 

運転取扱心得第７条において、「係員を監督する者は、係員に対して運転取扱いに必要な教

育・訓練を行い、さらにその適性、知識および技能を保有していることを確かめるものとする」と

規定している。しかしながら、運転士等は教育を受けていたものの、十分な効果が発揮されず、

上記（１）、（２）及び（３）を違反行為と認識しながら行っていたことが確認された。 

２．上記のとおり、今般、貴社において鉄道輸送の安全に影響を及ぼす重大な違反行為が生じたこ 

とについて、以下のとおり改善を講ずるよう指示する。 

（１）運転士に対し、動力車操縦者運転免許を受けていない係員に、本線又は本線を支障する側線

において列車又は車両（以下「列車等」という。）を操縦させないように、また、正当な理由なく乗務

員室に立ち入らせないようにすること。 

（２）乗務員室に入室する鍵の管理を厳正に行うとともに、正当な理由なく乗務員室に立ち入らせな

い、さらには、運転士以外（運転見習中の係員等を除く。）に列車等を操縦させない詳細なルール

を作ること。 

（３）全社員に対し、法令及び規程等の遵守にかかる再教育を行うこと。 

（４）貴社における鉄道輸送の安全を確保するため、運転管理者を含む責任者が自ら問題点を早期

に見つけ改善することができるよう安全管理体制を強化すること。 
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７．２ 動力車操縦者養成所監査の実施状況 

 

・国土交通省では、国土交通大臣が指定した動力車の操縦に関する講習を行う施設（以下

「動力車操縦者養成所」という。）の管理及び運営が的確に行われているかどうかについ

て、動力車操縦者養成所監査を実施しています。 

・令和７年度は、全国３８動力車操縦者養成所(令和８年３月末現在)のうち、１２の動力車

操縦者養成所に対して監査を実施しました。なお、下表のとおり、文書による行政指導は

ありませんでした。 

 

表１１： 行政指導の実施状況（令和７年度） 

 

 

７．３ 行政処分の実施状況 

 

・国土交通省では、鉄軌道事業について輸送の安全やその他公共の利益を阻害している

事実があると認める場合は、鉄道事業法第２３条に基づき鉄軌道事業者に対して事業

改善の命令を発しています。 

・令和７年度は、輸送の安全に関する事業改善命令を０件発しました。 

 

表１２：鉄道事業法に基づく事業改善命令※１の発出状況（令和７年度） 

※１ 鉄軌道事業について輸送の安全、利用者の利便その他公共の利益を阻害している事実があると認めるとき、鉄道

事業法第２３条に基づき鉄軌道事業者に対して発出する命令。 

  

事 業 者 文書発出日 行 政 指 導 の 概 要 

なし   

事 業 者 文書発出日 概要 改善報告日 改善の概要 

   
 

 



 

55 

７．４ 行政指導の実施状況  

 

・・国土交通省は、鉄軌道事業者に対して、重大な事故が発生した場合や、社会的な影響

の大きい輸送障害が発生した場合等には、輸送の安全の確保等のため、事故等の報告に

基づいて事故等の原因の究明や再発防止を求める等の行政指導を行っています。 

・また、国土交通省は、事故等の再発防止を図るため、当該事故を発生させた事業者のみ

ならず、必要に応じて関係する全国の鉄軌道事業者に対しても、安全確保のための行政指

導を行っています。 

・令和７年度は、下表の通り、文書による行政指導を計１１件行いました。 

 

表１３： 行政指導の実施状況（令和７年度） 

事故等の報告に基づく行政指導の実施状況※１ ４件 

事故等の再発防止のための行政指導の実施状況※２ ７件 

※１：鉄軌道事業者に対して、重大な事故が発生した場合や、社会的な影響の大きい輸送障害が発生した場合等に、輸

送の安全の確保等のため行う、事故等の報告に基づいて事故等の原因の究明や再発防止を求める等の行政指導。 

※２：事故等の再発防止を図るため、当該事故等を発生させた事業者のみならず、必要に応じて関係する全国の鉄軌道

事業者に対して行う、安全確保のための行政指導。 
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事 業 者 文書発出日 行 政 指 導 の 概 要 改 善 の 概 要 

東急電鉄 R7.10.6 鉄道の安全・安定輸送の確保について

は、機会あるごとに注意喚起してきたとこ

ろであるが、令和７年１０月５日２３時０４

分ころ、田園都市線 梶が谷駅構内にお

いて、走行中の列車が回送列車と衝突す

る列車衝突事故を発生させ、さらにその

結果、田園都市線及び大井町線におい

て長時間にわたり運転を休止し、利用者

に多大な影響を与えたことは誠に遺憾で

ある。 

本事故の原因については、現在運輸

安全委員会により調査中であるが、貴社

においても背後要因を含めて原因の究

明を行うとともに、同種事故の再発防止

のための措置を講じ、鉄道の安全・安定

輸送の確保に万全を期すよう警告する。 

なお、講じた措置等については、文書

により速やかに報告されたい。 

 

【発生後に講じた措置】 

 梶が谷駅５番線は使用停止とし、その後当該箇所の信

号プログラム改修を実施＜２０２５年１０月１４日改修完了

後、翌日１５日より使用停止解除＞ 

【再発防止策】 

・技術基準適合確認、設計及び検図・検算の対策：技術基

準との適合性の確認方法の見直し 

 連動装置の設計に関する詳細な手順書およびチェック

シート（確認項目を明瞭化）を新たに作成し、設計実務者、

検図・検算者が本チェックシートを用いて確認し、設計管

理者は本チェックシートの確認状況を踏まえ適合性確認を

行う仕組みとする。さらに、供用開始前に絶縁継目と車両

接触限界との位置関係を現地で測量し、連動装置の信号

条件設定の不備がないよう適合性を確認する。   

また、本チェックシートによる確認や供用開始前の適合

性確認を徹底するために電気部における認定事業者制度

マニュアルを改定する。＜２０２６年６月１日制定運用開始

＞ 

・部門間調整の対策：設計時の部門間調整方法の見直し 

 電気部および工務部においては、設計確認時に現在活

用している設計確認チェックシートにおいて、「本線の有効

長及び車両接触限界標の位置」の欄に「運行形態と車両

接触限界標の位置・絶縁継目の位置を部門間で確認す

る」といった項目を追加するとともに、部門間調整時におい

ては「運行形態と車両接触限界標の位置・絶縁継目の位

置を見える化した図面」を作成し、信号条件に関係する車

両接触限界標と絶縁継目の位置関係が適正であるかを信

号担当・保線担当合同で確認する。 

  また、設計管理者は当該設計確認に必要な部門間調

整の結果が設計に正しく反映されているか、確認を行う。 

＜２０２６年２月２４日暫定運用＞＜２０２６年６月１日制定

運用開始＞ 

・技術基準適合確認、部門間調整の対策：設計に関する

組織的な確認体制の構築 

 今回事象以外でも不安全事象が発生しないよう、認定鉄

道事業者制度における設計業務指示案件のうち、列車運

行の安全確保に関わる案件（線路線形、信号条件設定

等）については業務統括管理者、設計管理者（全部門）、

運転管理者で構成する設計検討委員会を新たに設置し、

設計確認完了前に組織横断的に技術基準適合の確認を

行う体制を構築する。 

なお、主要な案件については年に４回開催される設計

会議において、討議したうえで選定するものとする。 

＜２０２６年１月の第４回設計会議より運用開始＞ 

・風化防止のための継続的な教育 

 今回の事故を風化させないため、継続的に教育を実施

する。＜２０２５年１０月２０日より教育開始＞ 

・その他の駅について 

 全駅における信号の条件設定について、現地状況と突

合して確認した結果、二子玉川駅および新横浜駅にて梶

が谷駅と同様の不備を確認したことから、当該箇所につい

ては、接触する可能性がある場所を列車が通過したことを

確認後、もう一方の列車が進行できる信号を出すことによ

り安全を確保する取り扱いに速やかに変更し、その後信

号プログラム改修を実施 

＜２０２５年１０月１９日に改修完了＞ 

 

表１４： 事故等の報告に基づく行政指導の概要（令和７年度） 
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JR西日本 R7.11.19 鉄道輸送における安全確保について

は、機会あるごとに注意喚起してきたとこ

ろであるが、令和７年１１月１６日（日）に

貴社山陽新幹線において運転中の運転

士が運転席を離れる事態を発生させた。

高速、大量輸送の交通機関である新幹

線において、このような行為が発生したこ

とは、安全輸送の根幹に触れるとともに

利用者に不安を与え、鉄道の社会的信

頼を失墜させることとなり極めて遺憾であ

る。貴社においては、当該事態の重大性

を十分認識し、背後要因を含め原因を深

掘りし再発防止に必要な措置を講じられ

たい。なお、講じた措置等については、文

書により速やかに報告されたい。 

 

【緊急対策】 

・令和７年１１月１８日に事態の緊急周知を新幹線運輸部

乗務員課から口頭にて全乗務員区所長（新幹線）に指示

した後、文書により関係者に周知した。 

・令和７年１１月１９日に全乗務員区所長（新幹線）に対し

て緊急会議を開催し、職責の重要性やルール遵守、

ヒューマンファクターへの理解を深めることを目的として、

新幹線部門の全乗務員と当直係長に対して対面による

個別指導を実施するよう指示した。 

・個別指導については、本事態への理解を深め、再発防

止に向けた具体的な行動を個々に考えることを目的に実

施し、令和７年１２月７日に完了した。 

・他の乗務員の意見や考えを取り入れて、各自で具体的

な取組みを考えるために、職場ディスカッションを実施し、

令和７年１２月１９日に完了した。  

・国土交通省鉄道局主催で令和７年１２月５日に実施され

た「乗務員等の執務の厳正に係る運転管理者会議」を受

け、同年１２月９日に全乗務員指導管理者に対して緊急

会議を開催し、運転管理者から直接、執務の厳正等の再

徹底を指示した。 

 

【恒久対策】 

●点呼実施要領の見直し 

①点呼における確認項目の失念防止を目的に、当直係長

が必要事項をまとめて確認できるよう、確認順序を変更

した。 

②点呼台に鍵を提示する場所を明示した。 

③令和８年１月１日から上記を見直した点呼実施要領に

基づき点呼を実施した。 

④令和８年３月１４日に乗務員作業標準（動力車乗務員作

業標準（新幹線）、列車乗務員作業標準（新幹線））を改

訂することで、点呼実施要領を規程化し、仕組みとして

定着を図った。 

●鍵など携行品を所持していないことに気づいた場合や

使用できない場合の取扱い制定 

①鍵を所持していない場合等の具体的な取扱いとして、グ

ループ通話携帯電話アプリ、または無線によってまず初

めに運用指令へ速報すること、そのうえで自職場にも連

絡することをルールとして制定した。 

②新たに制定したルールについては、令和８年１月１日か

ら取扱いを開始した。 

③令和８年３月１４日に乗務員作業標準（動力車乗務員作

業標準（新幹線）、列車乗務員作業標準（新幹線））を改

訂することで、取扱いを規程化し、仕組みとして定着を

図った。 

●教育訓練カリキュラムの充実 

①これまでは、遵守するべきルールを伝える教育によって

理解を促してきたが、本事態など過去に発生した事態を

活用して、焦りや仲間を助けたいという動機からルール

の逸脱に至ってしまうというヒューマンファクターを理解

させ、自らルールを遵守するための対策を考える内容と

した。 

②ルール遵守に関する教育の頻度については、３年に１

回から毎年実施に変更した。 

③新任時の研修において、本事態を活用した教育を実施

する旨を、乗務員区所におけるマニュアルに明記した 

●報告文化の醸成 

①本事態を踏まえ、報告しやすい環境づくり、内勤・乗務

員間、および指令・乗務員間のコミュニケーション向上な

ど、報告文化の醸成に継続して取り組んでいく。 

②報告の重要性に関する教育を年間訓練において全ての

新幹線乗務員に対して実施する旨を通達した。（令和８

年３月１９日） 
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JR東日本 R8.1.16 鉄道の安全・安定輸送の確保について

は、機会あるごとに注意喚起してきたとこ

ろであるが、令和８年１月１６日３時５０分

頃に発生した田町変電所の停電により、

山手線、京浜東北線、東海道線等におい

て長時間にわたり運転を休止する輸送障

害を発生させるとともに、一時運転再開し

た京浜東北線の乗客に多数の体調不良

者を発生させたことは誠に遺憾である。 

本輸送障害の原因については、夜間

の工事作業を起因とする停電との速報を

受けているところであるが、背後要因を

含めて原因の究明を行い、再発防止の

ための措置を講じ、鉄道の安全・安定輸

送の確保に万全を期すよう警告する。 

また、復旧作業及び運転再開の判断

の妥当性並びに乗客救済及び利用者へ

の情報提供についても検証を行うととも

に、その検証結果を踏まえ、適切な措置

を講じられたい。 

なお、講じた措置等については、文書

により速やかに報告されたい。 

【対策】 

（１） 検電接地装置の取扱い誤りを防ぐ対策 

・停電責任者と確認者が、検電接地装置の「接地取り外し

完了状態」を現地もしくはテレビ電話等を活用しダブル

チェックで確認し、確実に記録に残す取扱いとした。 

（２） 停電発生時における長時間見合わせ・駅間停車を早 

期に解消する対策 

・送電失敗後は導通状態となっている可能性があることが

判明したことから、検電接地装置を速やかに切り離すこ

ととし、き電線との接続状況を考慮して検電接地装置ご

とに切り離しやすい箇所を事前検討し、あらかじめ復旧

方針を明確化した。 

・復旧方針に基づき定期的な教育、訓練を実施する。 

（３） 乗客救済の今後の取り組み 

・変電所単位での停電発生時に輸送指令・電力指令間で

速やかな情報共有を行うため、変電所→き電パターン・

区間の早見表を作成した。 

・対策本部等は、事象発生から 30 分以内に空振り覚悟

で、駅や乗務員、技術関係職場へ降車誘導の準備を指

示する。 

・対策本部運営に関して、在線位置や乗車人員等の現地

の状況を速やかに図示する訓練を推進する。 

・駆けつけ社員を２陣、３陣として現地に送り込み、誘導等

を行う。 

・車内に乗車しているグループ会社含む社員への協力呼

びかけを再周知し、推進していく。 

・近隣の箇所からの駆けつけ時は、救済ハシゴを持参・設

置するとともに、乗務員は車載ハシゴの速やかな準備を

行う。 

・降車誘導に時間を要する状況等を想定した、より実践的

な訓練を継続的に実施する。 

・駅間で長時間停車が見込まれる場合、指令や対策本部

内にお客様救済に関する責任者を対策本部等に速やか

に配置する。 

（４） 利用者への情報提供の今後の取り組み 

・輸送障害等により駅への滞留が見込まれる、または滞留

が発生している場合は「来駅を控える」「滞留している駅

の利用を避ける」旨の情報提供を行う。 

・現状配信している「入場規制」情報に、「混雑により駅構

内の移動に時間を要する」旨の内容を追加する。 

・「他社線も混雑しておりダイヤ乱れが発生している」旨の

情報提供を行う。 

・応援社員の配置を支援するしくみ（アプリ）を構築し、今

後運用する。 

 

JR東日本 R8.2.3 鉄道の安全・安定輸送の確保について

は、機会あるごとに注意喚起してきたとこ

ろであるが、令和８年１月１６日には、停

電により山手線などで長時間にわたる運

転見合せが発生し、当局より警告書を発

出したところである。また、令和８年１月３

０日には、上野駅構内において架線の断

線により常磐線などで長時間にわたる運

転見合せが発生し、鉄道局から原因究明

及び再発防止策の検討について、口頭

で指示している。  

こうした状況下、令和８年２月２日に

は、京葉線八丁堀駅にて、エスカレー

ターから発煙し、一時、運転見合わせが

発生したことで多くの利用者に影響が出

たことは大変残念である。  

ついては、八丁堀駅での発煙事案に

関して、背後要因を含めて原因の究明を

行い、再発防止のための措置を講じ、鉄

道の安全・安定輸送の確保に万全を期

すよう警告する。  

なお、講じた措置等については、文書

【発生後の対応】 

（１）一斉点検 

 当社改札口内に設置しているエスカレーターに対して緊

急的な措置として一斉点検を実施 

（２）追加点検 

 以下、①、②についてリスクが高いと判断し、追加点検を

実施 

 対象① 現地でケーブル配線作業を実施している同種

のエスカレーター 

 対象② 排水ポンプ等追加設置している機器の配線回

路 

【再発防止策】 

①エスカレーターのケーブル配線にあたっては、梁の一部

の鋼材を適切に加工するなどしてケーブルを直線的に

配線するとともに、鋼材とケーブルの接触部においては

保護材にてケーブルを保護する二重の対策を行う。 

②通常現地で行わない配線作業を現地で行う場合は、①

の実施を施工計画検討会で確認することとし、配線の

損傷防止方法に関する確認項目を施工計画チェックリ

ストに追加する。 

③エスカレーター付属設備の点検について、機械検修工

事標準仕様書を改正し、実施内容に関する詳細標準
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により速やかに報告されたい。 （保全方針）について新規で設定するとともに維持管理

マニュアルに反映する。 

 

文書発出日 行 政 指 導 の 概 要 

R7.5.27 

 

令和７年５月２１日、長野電鉄株式会社長野線須坂駅～日野駅間において、線路を支障していた農業用倉庫と列

車が衝突し、乗客が死亡する鉄道人身障害事故が発生した。 

鉄軌道事業者に対し概要を周知するとともに、支障物となりそうな物件について所有者への保全措置の依頼や、

精緻な気象条件の収集・活用、強風等により運転を見合わせた後の運転再開における的確な線路上の支障物の有

無の確認等の対策を実施し、同種事故の防止を図るよう注意喚起した。 

R7.8.6 

R7.11.28 

令和７年７月２８日、東京地下鉄株式会社（以下「同社）という。）副都心線において、副都心線と直通運転を行って

いる東急電鉄株式会社東横線内において発生した輸送障害に伴う運行乱れの影響により、同社総合指令所にて副

都心線の運行整理を行っていたところ、東新宿駅待避線に停車していた列車が、進路が開通していないにもかかわ

らず出発し、ポイントを割り出ししたことによりポイント故障が発生、これに伴い長時間におよぶ輸送障害が発生し

た。 

鉄軌道事業者に対し概要を周知するとともに、異常時における確実な情報伝達及び作業の徹底を図るよう注意喚

起した。 

また、同社より原因及び再発防止策について報告があったため、１１月２８日に同種事案の防止に万全を期すた

め、鉄軌道事業者に対し情報提供した。 

R7.9.16 令和７年９月１２日、長崎電気軌道本線において、交差点手前の軌道敷内に一部進入した状態で停車していた大

型乗合自動車に車両が衝突し、当該車両の乗客が負傷する道路障害事故が発生した。 

同種の事故が生じないよう、軌道事業者に対して概要を周知するとともに、運転士の注意力により常に最善の注

意を払いながら運行し、安全の確保を図ること及び関係法令の遵守を注意喚起した。 

R7.9.26 令和７年９月１９日、鹿児島市交通局第一期線において、交差点で信号待ちのため停車中の先行車両に後続車

両が追突する車両衝突事故が発生した。 

同種の事故が生じないよう、軌道事業者に対して概要を周知するとともに、運転士の注意力により常に最善の注

意を払いながら運行し、安全の確保を図ること及び関係法令の遵守を注意喚起した。 

R7.10.29 令和７年１０月２３日、函館市企業局宝来・谷地頭線において、交差点を左方から進入してきた対向車両の右前方

側面に、同交差点を直進した車両が衝突する車両衝突事故が発生した。 

同種の事故が生じないよう、軌道事業者に対して概要を周知するとともに、関係法令の遵守を注意喚起した。 

R8.11.12 令和７年１１月３日、養老鉄道株式会社から「動力車操縦者運転免許を受けていない駅係員が業務中に列車の運

転室へ立ち入り、乗務中の運転士と代わり列車を操縦する行為を複数回行っていたことが判明した」と報告があっ

た。 

同種の事態が生じないよう、鉄軌道事業者に対して概要を周知するとともに、輸送の安全確保及び法令の遵守を

注意喚起した。 

R7.11.20 令和７年１１月１６日、西日本旅客鉄道株式会社山陽新幹線新大阪駅～新神戸駅間において、列車を操縦中の

運転士が同列車の車掌から連絡を受け、運転席を一時離れる事態が発生した。 

同種の事態が生じないよう、鉄軌道事業者に対して概要を周知するとともに、所属する乗務員に対して、法令の遵

守及び乗務中の執務の厳正を再徹底するよう注意喚起した。 

表１５： 事故等の再発防止のための行政指導の概要（令和７年度） 
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７．５ 踏切道改良勧告の発出状況 

 

・国土交通省は、鉄道事業者及び道路管理者又は鉄道事業者が正当な理由がなく地方踏

切道改良計画又は国踏切道改良計画に従って踏切道の改良を実施していないと認める

ときは、踏切道改良促進法第１７条に基づき、当該踏切道の改良を実施すべきことを勧告

することができます。 

・令和７年度に発出された勧告はありませんでした１。 

 

 

７．６ 運輸安全マネジメント評価の実施状況 

 

・国土交通省は、鉄軌道事業者に対して、経営トップや安全統括管理者等の経営管理部門

が行う安全管理体制の構築・改善への取組状況について評価し、更なる輸送の安全の確

保に資する改善方策等の助言を行う「運輸安全マネジメント評価」２ を実施しています。 

・令和７年度は、２５の鉄軌道事業者に対して、２５回の運輸安全マネジメント評価を行いま

した。 

 

  

 
１ 踏切道の改良に向けた取組みについては、「９．２ 踏切保安設備の整備状況」参照。 
２ 運輸安全マネジメント評価の詳細については、以下 URL参照：https://www.mlit.go.jp/unyuanzen/index.html   

https://www.mlit.go.jp/unyuanzen/index.html
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８ 輸送の安全に関わる設備投資等に関する事項 

 

８．１ 安全関連設備投資・修繕費の状況 

 

――――――――作成でき次第公表予定―――――――― 

 

「安全関連設備投資・修繕費の状況」については、その作成に必要な鉄軌道事業者から

の報告書の提出を毎事業年度の経過後１００日以内としています。そのため、今回の公表で

は、安全関連設備投資・修繕費以外の部分を先行して公表することとし、今回の公表分に

は入っていませんが、作成でき次第公表します。 
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９ 輸送の安全に関わる施設等に関する事項 

 

９．１ 自動列車停止装置等の整備状況 

 

(1) 事業者区分別の自動列車停止装置等の整備状況 

 

・事業者区分別の自動列車停止装置（ＡＴＳ）等の整備状況は、下表のとおりです。 

 

表１７： 自動列車停止装置等の整備状況（令和８年３月末現在） 

注１： この表中の数値は、次の装置の整備状況を示している。 

  自動列車停止装置（ＡＴＳ） ： 列車の運転に関して、信号現示の誤認や曲線等の速度制限箇所等での速度超 

過があった場合に、自動的にブレーキを作動させて停止又は、安全上支障のない 

速度まで減速させる装置 

  自動列車制御装置（ＡＴＣ） ： 列車の走行速度を自動的に制限速度以下に制御する装置 

注２： 「中小」は、準大手鉄道事業者（北大阪急行電鉄、山陽電気鉄道）を含み、大阪市高速電気軌道は南港ポート

タウン線を含む。 

注３： 鋼索鉄道、路面電車、無軌条電車及び貨物鉄道を除く。 

注４： 名古屋ガイドウェイバスを除く。 

注５： 同時に２以上の列車が運行しないため列車同士の衝突が発生しない等、列車の安全な運転に支障を及ぼすお

それがないため設置を義務付けていない線区を除く。 

注６： 第２種鉄道事業者を除く。 

  

事業者区分 
営業キロ 
（km） 

設置キロ（km） 設置率 
（％） ATS ATC 

JR（在来線） 16,331.8 16,037.9 293.9 100％ 

JR（新幹線） 3,191.8 0.0 3,191.8 100％ 

民鉄等 7,698.2 6,388.2 1,310.0 100％ 

 公営 439.7 18.3 421.4 100％ 

大手 2,842.7 2,400.4 442.3 100％ 

中小 4,216.5 3,958.8 257.7 100％ 

新交通・モノレール 199.3 10.7 188.6 100％ 

合  計 27,221.8 22,426.1 4,795.7 100％ 
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９．２ 踏切保安設備の整備状況 

 

(1) 踏切道数の推移  

 

・令和７年度に発生した踏切事故は２．１(3)及び２．３(1)に記述したとおりで、運転事故全体

の３４．７％を、また、踏切事故による死亡者は運転事故による死亡者の３０．１％をそれ

ぞれ占めており、踏切事故の防止は鉄道の安全確保上、極めて重要なものとなっていま

す。 

・踏切事故件数は、立体交差化や統廃合による踏切道数の減少や第１種踏切道への改良

等の踏切保安設備の整備等により、長期的には減少傾向にありますが、令和７年度は１

８４件（対前年度比３３件減）でした。 

・これまで踏切保安設備の整備が着実に進められてきた結果、現在では踏切道の約  

９１％が第１種踏切道となっています。また、遮断機等の設備のない第３種踏切道及び第

４種踏切道は、年々減少していますが、令和７年度末においてそれぞれ５５２箇所及び

２，２１５箇所残っており、２．３(2)に記述したとおり踏切事故が同年度中にそれぞれ２件

（踏切事故全１８４件中１．１％）及び１８件（同９．８％）発生しています。 

 

 

※ 横軸については、昭和３５年度～平成２７年度は５年間隔、それ以降は１年間隔としている。  
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図２９： 踏切道数と踏切事故件数の推移 
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（箇所） 

年 度 第 １ 種 第 ３ 種 第 ４ 種 合 計 

令和 3年度 29,473 （91％) 612 (2％) 2,455 （7％） 32,540 

令和 4年度 29,442 （91％) 592 (2％) 2,408 （7％） 32,442 

令和 5年度 29,422 （91％) 582 (2％) 2,367 （7％） 32,371 

令和 6年度 29,357 （91％） 567 (2％) 2,282 （7％) 32,206 

令和 7年度 29,339 （91％） 552 (2％) 2,215 （7％) 32,106 

注１：（ ）内は構成比を示している。 

注２：兼掌踏切（複数の事業者の鉄道線路をまたぐ踏切道）は１箇所として計上している。 

注３：上記踏切道数は、各年度末のものである。なお、現在、我が国には第２種踏切道に該当するものはない。 

 

(2) 踏切保安設備の整備等による安全対策の実績 

 

・踏切道の立体交差化や構造改良、また踏切遮断機や踏切警報機などの踏切保安設備の

整備等の安全対策が進められています。 

 

（箇所） 

年 度 立 体 交 差 化 構 造 改 良 遮断機 ・ 警 報機 

令和 3年度 22 245 31 

令和 4年度 25 243 17 

令和 5年度 22 181 19 

令和 6年度 38 147 14 

令和 7年度 18 134 23 

「 立体交差化 」：連続立体交差化又は単独立体交差化により除却された踏切道数 

「 構 造 改 良 」：踏切道における歩道、車道の拡幅や、歩道の設置などの整備を行った踏切道数 

「遮断機・警報機」：第３種、第４種踏切道に踏切遮断機や踏切警報機を設置した踏切道数 

  

表１９： 立体交差化等を行った踏切道数の推移 

 

表１８： 踏切道種別の踏切道数の推移 
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(3) 事業者区分別の踏切道数等  

 

・事業者区分別の踏切道数及び踏切支障報知装置設置踏切道数は、下表のとおりです。 

 

表２０： 事業者区分別・踏切道種別の踏切道数（令和８年３月末現在） 

  （箇所）   

事業者区分 第１種 第３種 第４種 合 計 
踏 切 支 障 
報 知 装 置 

JR（在来線） 17,831 329 1,092 19,252 15,450 

民鉄等※１ 11,114 204 1,089 12,407 8,101 

 大手 5,267 17 2 5,286 5,020 

中小 5,847 187 1,087 7,121 3,081 

路面電車 394 19 34 447 137 

合 計 29,339 552 2,215 32,106 23,688 

 

踏切支障報知装置：踏切道内で自動車の脱輪やエンスト等により踏切道を支障した場合、踏切支

障押しボタン等の手動操作又は踏切障害物検知装置による自動検知により、

踏切道に接近する列車に危険を報知するための装置 

 
※１  路面電車を除く。 

※２  「公営」に該当するものはない。 

※３  「中小」は、準大手鉄道事業者（山陽電気鉄道）を含む。 
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【参考】 

「交通安全基本計画」及び「踏切道改良促進法」に基づき、立体交差化、構造改良、横断

歩道橋等の歩行者等立体横断施設の整備、踏切遮断機や踏切警報機等の踏切保安設備

の整備等を推進し、踏切事故の防止に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

図３０： 踏切道の除却・改良のイメージ 

 

図３１： 踏切遮断機・踏切警報機の整備 

 


